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著作権は「創作された時点」から創作した人に権利が発生 
文章を書いたり、絵を描いたりすれば、誰もがその時点で権利者となる

著作権法17条2項、51条1項

2021 Jan.

自分自身で著作物を管理する

教育活動は聖域とは限らない

 学校その他の教育機関（営利を目的として設置されているものを除く。）において教育を担任する者及び授業を受ける
者は、その授業の過程における使用に供することを目的とする場合には、必要と認められる限度において、公表された
著作物を複製することができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びにその複製の部数及び態様に照らし著作権者
の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。

著作権法第35条第1項

授業目的公衆送信補償金制度
ICTを活用しオンラインで教育内容を配信可能に

著作権を明示し利用を自ら定めて再利用を促進

ヴィデオパフォー
マンスの追求

著作権
公開
教育

教育を広く届ける(3)
豊かで高い水準の教育を一人でも多くに届けるために
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学校教育と著作権
1. 個人的に利用する場合 
2. 学校の授業のために利用する場合

著作権における制限緩和ケース
3. 試験問題として利用する場合 
4. 非営利・無料で上演する場合

「著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない」（著作権法第35条）

本をコピーして生徒・学生に配布（授業対象者以外にはダメ）
授業で一部をコピーする（残部は滅却する）⭕

❌ 一冊まるごと（多数分量）コピーして配布（販売目的で出版されている）

公衆送信（オンライン）での利用は「無許諾・有償」
Web公開は授業対象者以外も視聴を許す（公衆送信）❌

⭕ 学校教室での授業のための視聴公開（塾や予備校は「学校」でなくダメ」）

グレーの部分が多かった

特に、教室以外での利用

授業目的公衆送信補償金制度の実施へ 
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コロナ時代における教育のデジタライゼーション に対応した著作権制度について  

文化庁2020年10月7日 
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オンライン教育と著作権
授業目的公衆送信補償金制度 「改定」著作権法(2018年)

授業形態に依存
同時 異時

同一場所 対面

異なる場所
教師と学生が同じ部屋、更に別
の部屋にもいる リモート合同

オンデマンド
教師と学生とは別の部屋 スタジオ配信

教師と学生がいる場所
授業を受ける時間

教育機関の設置者が著作権者の団体へ補償金を支払う代わりに、授業目的の著作物の公衆送信（インター
ネット送信）を個々の許諾なしで可能にすることを定めた制度

公衆伝達行為が許諾なしで可能になるが、有償と無償との区分が発生
無許諾・有償 著作権者の許諾は必要ないが、著作権者に補償金を支払う
無許諾・無償 著作権者の許諾は必要なく、著作権者に補償金も無用

新型コロナウイルスのため適用は延長

複製 公衆送信
対面 無償 有償

リモート合同 無償 有償
スタジオ配信 無償 有償
オンデマンド 無償 有償

利用目的、「学校」であること、授業に関わる者だけ
前提は不変

あくまでも著者による解釈です。あらためて確認が必要注意

小学生数×120円 
中学生数×180円 
高校生数×420円 
大学生数×720円

学校は予算化が必要
目安

一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会
（通称：SARTRAS）が保証金管理を行う
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音楽作品の実演家、レコード製作者、放送事業者に
認められている権利

著作権の周辺
著作物を創作した者（著作者）に与えられる権利

国によって取り扱いが異なる
TPP交渉において知的財産権の取り扱いも課題

著作隣接権

書籍について出版社は著作隣接権を持つのか?
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環太平洋パートナーシップ協定(TPP 協定)は、モノの関税のみなら ず、サービ
ス、投資の自由化を進め、さらには知的財産、電子商取引、国有企業の規律、 
環境など、幅広い分野において 21 世紀型のルールを構築するものである 。

TPP 協定知的財産章の概要と各国の知的財産関連制度 

著作物(映画を含む)、実演又はレコードの保護期間を以下の通りとする
著作者の生存期間及び著作者の死から少なくとも70年（50年から延長）
当該著作物、実演家やレコードの著作隣接権は少なくとも70年（50年から延長）

故意による商業的規模の著作物の違法な複製等を非親告罪とする

著作権等の侵害について、法定損害賠償制度又は追加的損害賠償制度を設ける

⽇本では著作権侵害の多くは告訴がなければ被疑者を起訴することができない親告罪とされて
きた。海賊版販売、ファイル交換などによる⾳楽や画像の配信、新聞記事の全⽂アップロード
などは⾮親告罪となるはずだ。ただし、「故意による」場合や「商業的規模の複製等」である
ことが必要とされるようだ。

死後50年とする国が多数だったが、⽇本やカナダの譲歩で死後70年化へと向かうだろう。 
1960年前半の楽曲の保護期間は終了している可能性もあるが、⾳源の権利と曲の著作権とは別。

「将来の侵害予防の観点等から⼗分な賠償⾦額を裁判所が独⾃に認定できること」などの条件
を満たすことが必要だが、訴訟の増加もあり得る。

TPPの知的財産権交渉
https://www.jpo.go.jp/resources/report/takoku/document/trips_chousa_houkoku/28_1.pdf

アメリカ合衆国トランプ政権がTPPから離脱。バイデン政権においても早期復帰は見通せない
https://www.jiji.com/jc/article?k=2021012000921&g=eco
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著作権の保護
7

著作者の生存の間および死後50年以上 （多くの国では）

1886年　Berne条約
文学および美術著作物の保護に関する条約

著作者の権利を重視（経済的利害よりも）
改定を経て2014年には168ヵ国加盟
世界貿易機関WTO加盟国は遵守する必要あり

取り扱いは国より異なる
無方式主義　著作権は著作物の創作時に発生に、手続きを必要としない
内国民待遇　他国の著作物も国内の著作物と同等以上の権利保護を与える

条約は各国の最低限の義務を定めたもの
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公益法人 著作権情報センター
www.cric.or.jp/著作権の期間
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www.aozora.gr.jp

著作権の切れる日
過去に話題になった作家たち

三島 由紀夫
2041年

志賀 直哉
2043年

川端 康成

大佛 次郎
2044年

亀井勝一郎
2017年

山本 周五郎
2018年
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死後70年経過として公開

Nante大学研究者 Olivier Ertzscheid

フランス国会議員affordance.typepad.com/ isabelleattard.fr/blog/

Anne Frank(1929-1945)の父 Otta Frank(-1980, Anne Frank財団1957)
が日記Het Achterhuisを出版

Anne Frankの場合

1945年にアンネが強制収容所で15歳でなくなってから70年が経過し
「公共財になった」としてインターネット上で公開
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Anne Frank財団

ヨーロッパの著作権法は著者の死後70年
経過すると書籍は公共物になる

http://www.theguardian.com/

対立

父Ottoはアンネとは別に、日記を編集するなど
著作権を持ち、作品の著作権を取得しており、
Ottoが1980年に亡くなりまだ著作権は有効

Wikipedia財団はデジタルミレニアム著作権法
(DMCA)に基づいWikisourceにあったテキスト
を削除

https://gigazine.net/news/20160216-anne-frank-diary-removal/
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日本書籍出版協会の見解・意見書
www.jbpa.or.jp/documents/index.html#tizai

出版社と著作隣接権

出版に音楽のような著作隣接権を認めている国はない

作家を納得させることは簡単ではない

電子化の際に作品ごとに契約が必要
作品と出版は別個（単行本と文庫は別出版社）

出版社の判断で著作権侵害を訴えることができる
出版社の倒産や再出版に際する障害の可能性
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やってみ
よう！
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著作権を自分で管理する

自由利用マーク

GPL(GNU General Public License)
Open Source Software運動の先駆け

Creative Commons

著作者がライセンス型を自由に選択
Lawrence Lessig

Richard Matthew Stallman

文化庁が推進
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Free Software Foundation(1983 Richard Stallman )
Gnu宣言
ユーザーを自由にする。使っているソフトウェアのソースコードを使って研究できる自由、ソフト
ウェアを他の人々と共有できる自由、ソフトウェアを修正できる自由、修正版を配布できる自由。

GNU General Public License （GNU 一般公衆利用許諾書）

 1 プログラムの実行 
 2 プログラムの動作を調べて、それを改変すること（ソースコードへのアクセスが前提） 
 3 複製物の再頒布 
 4 プログラムを改良し、改良を公衆にリリースする権利（ソースコードへのアクセスが前提）

改変した二次的著作物も上記4点の権利を保護する仕組み
Copy Left

BSDライセンスなど他のフリーソフトウェアライセンスが、改変した二次的著作物を
独占的なものとして再頒布することを許している点が大きく異なる

ソフトウエアの無料頒布の仕組みを提供しただけでなく「ソフトウエアの自由」を思想化したことに意味

著作物が世界全体に貢献し、自由であり続けるという確証を与える

代表例
GNU/Linux

http://www.gnu.orgGNU (gnuː)
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http://creativecommons.jp

知的財産権や著作権の硬直的適用が情報共有を妨げてしまう
Lawrence Lessig

CCライセンスとはインターネット時代のための新しい著作権ルールで、作品を公開する作者が
「この条件を守れば私の作品を自由に使って構いません。」という意思表示をするためのツール

元の作品と同じ組み合わせの
CCライセンスで公開すること

元の作品を改変しないこと営利目的での利用をしないこと作品のクレジットを表示すること

4つの条件

原作者のクレジットを表示することを主な条件と
し、改変はもちろん、営利目的での二次利用も許可
される最も自由度の高いCCライセンス

原作者のクレジットを表示し、改変した場合には元
の作品と同じCCライセンス（このライセンス）で
公開することを主な条件に、営利目的での二次利用
も許可されるCCライセンス

原作者のクレジットを表示し、かつ元の作品を
改変しないことを主な条件に、営利目的での利
用（転載、コピー、共有）が行えるCCライセン
ス

原作者のクレジットを表示し、かつ非営利目的であるこ
とを主な条件に、改変したり再配布したりすることがで
きるCCライセンス

原作者のクレジットを表示し、かつ非営利目的に限り、ま
た改変を行った際には元の作品と同じ組み合わせのCCライ
センスで公開することを主な条件に、改変したり再配布し
たりすることができるCCライセンス

原作者のクレジットを表示し、かつ非営利目的であり、そ
して元の作品を改変しないことを主な条件に、作品を自由
に再配布できるCCライセンス

6パターンのどれかを選ぶ 簡単にWebにリンクを埋め込める

Creative Commons
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http://www.bunka.go.jp/jiyuriyo/
「プリントアウト・コピー・無料配布」OKマーク

「プリントアウト」「コピー」「無料配布」のみを認めるマーク 
 （変更，改変，加⼯，切除，部分利⽤，要約，翻訳，変形，脚⾊，翻案などは含まれません。 
そのまま「プリントアウト」「コピー」「無料配布」をする場合に限られます）

「障害者のための非営利目的利用」OKマーク
障害者が使うことを⽬的とする場合に限り，コピー，送信，配布など，あらゆる⾮営利⽬的利⽤を認めるマーク 
 （変更，改変，加⼯，切除，部分利⽤，要約，翻訳，変形，脚⾊，翻案なども含まれます）

「学校教育のための非営利目的利用」OKマーク
学校の様々な活動で使うことを⽬的とする場合に限り，コピー，送信，配布など，あらゆる⾮営利⽬的利⽤を認めるマーク 
 （変更，改変，加⼯，切除，部分利⽤，要約，翻訳，変形，脚⾊，翻案なども含まれます）

基本マーク

組み合わせた基本マークをダウンロード

自由利用マーク


